
2 0 2 2 年 1 0 月 5 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

第 232 回「地域の会」定例会資料 〔前回定例会以降の動き〕 
 

【不適合関係】 

・9月 14 日 3・4 号機サービス建屋地下１階ダクト穴からの空気の流れの確認について 

（公表区分：Ⅲ）                                〔P.2〕 

・9 月 21 日 1 号機港湾内への油の流出の可能性について（公表区分：Ⅲ）      〔P.4〕 

・9 月 27 日 保安規定対象記録の未保存について（公表区分：Ⅲ）          〔P.6〕 

 

【発電所に係る情報】 

・9月 20 日 特別高圧・高圧の料金メニュー（標準メニュー）の見直しについて  〔P.7〕 

・9 月 22 日 ６/７号機非常用ディーゼル発電機の 24 時間運転試験について       〔P.10〕 

・9 月 22 日 7 号機の安全対策工事一部未完了を受けた総点検について          〔P.12〕 

・9 月 30 日 原子力改革の進捗状況について                  〔P.20〕 

 

＊以下、新型コロナウイルス関係 

・9月 9 日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要  〔P.29〕 

・9 月 16 日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要  〔P.30〕 

・9 月 22 日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要  〔P.31〕 

・9 月 30 日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要  〔P.32〕 

 

【その他】 

・9月 16 日 人事通知                                               〔P.33〕 

・9 月 26 日 妙高市・新発田市・聖籠町における「東京電力コミュニケーションブース」 

の開設について                           〔P.34〕 

・10 月 5 日 広報活動の取組み事項について                           〔P.35〕 

 

【福島の進捗状況に関する主な情報】 

・9月 29 日 福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ   〔別紙〕 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他  上記以外の不適合事象 
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2022年 9月 14日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

号機 3・4号機 

件名 サービス建屋地下 1階ダクト穴からの空気の流れの確認について 

不適合の 

概要 

 

2022年 9月 13日午前 10時 20分頃、管理区域で作業するための保護衣・保護具の保管

室（管理区域）にて、協力企業作業員が、「点検のため保温材を外した際に空調ダクトに

穴(直径 1cm程度、2箇所)が開き、その穴から空気が吸引されていること」を確認しまし

た。 

10時 50分頃、テープによる応急処置を実施し、当該穴からの空気の吸引は停止して 

おります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

その後、当該ダクトから吸引された空気が非管理区域側へ流れていたことが判明した 

ため、ダクト穴周辺で放射能測定を実施し、汚染がないことを確認しております。 

なお、本事案の原因等については、現在調査中です。 

＜該当箇所＞ 

保温材 

＜保護衣・保護具の保管室＞ 

空調ダクト 当該部(応急処置済)

み保温材 
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柏崎刈羽原子力発電所３・４号機 サービス建屋 地下１階 

発生場所概略図 

  

  

  

 

展望台 

柏崎刈羽原子力発電所 
屋外 

発生場所 
（保護衣・保護具の保管室） 
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2022年 9月 21日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

号機 1号機 

件名 港湾内への油の流出の可能性について 

不適合の 

概要 

 

2022年 9月 12日、1号機屋外に設置している空調設備（非管理区域）において、微量

の油漏れがあり、設備の停止および油漏れ箇所の養生等を実施しておりました。 

（不適合情報として 9月 20日当社ホームページへ掲載済） 

9月 20日、9時 34分頃、当該設備の状況確認をした当社社員が、空調設備の養生箇所

から油膜が拡がっていることを確認しました。 

油膜については、吸着マットによる回収を実施していますが、油膜は排水路に通じて

いたことから、極僅かに（数十 cc 程度）港湾内に到達した可能性もあり、10 時 45 分に

長岡地域振興局に報告しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 

今後、本事案の原因調査を実施し、再発防止対策を講じてまいります。 

 

漏えい箇所 養生シートとブリキ板による養生 

排水溝 

（吸着マットで養生） 
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展望台 

 

柏崎刈羽原子力発電所 屋外 

１号機 

タービン建屋 

１号機 

原子炉建

屋 

２号機 

原子炉建

屋 

２号機 

タービン建屋 

  

発生場所 
（ 屋外 1 号機 ） 

柏崎刈羽原子力発電所１号機 屋外 

１･２号機排気筒 

発生場所概略図 
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2022年 9月 27日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 

号機 -  

件名 保安規定対象記録の未保存について 

不適合の 

概要 

 

2022 年 9 月 8 日、社内にてマニュアル改訂準備のため前回の実施状況を確認してい

たところ、マニュアル改訂時に添付する審査のためのチェックシート※1(保安規定 120

条対象記録に該当)が見当たらないことに気づきました。 

 

当該シートの捜索と合わせて、過去 10 年分のチェックシートについて、その保存  

状況※2を所内各所で調査した結果、本日までに合計 5 件について、同様に保存されて

いないことを確認しました。 

 

なおマニュアル改訂の際には、マニュアル総括担当箇所が必ず当該チェックシート

を使用して第三者審査を行う手順となっており、マニュアル承認過程でチェックシー

トを必要とすることから、作成はされていたものと判断しております。 

 

 

 

※1 マニュアルとして必要な要件（目的、要求事項、責任・権限、記録、改訂理由の明

記など）を満たしているかを審査するためのチェックリスト 

 

※2 原子炉施設保安規定では保存期間 5年、マニュアルでは保存期間 10年 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 

本件は当該シートを適切に保存できていなかったという日常業務における不備と考えて

おり、引き続き原因調査を行い、その結果を踏まえて対応を検討してまいります。 
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特別高圧・高圧の料金メニュー（標準メニュー）の見直しについて 

 

2022 年 9 月 20 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

東京電力エナジーパートナー株式会社 

 

当社グループ※1は、総合特別事業計画に基づく徹底した経営合理化を進め、お客さま

に電力を安定的にお届けするよう取り組んでおります。 

しかしながら、昨今の世界的な資源価格の高騰を背景とした事業環境下において、東京

電力エナジーパートナー株式会社（以下、「東電 EP」）は、その取り組みでは追いつかない

ほどの燃料・卸電力市場価格の高騰によって、費用が収入を上回っている状態となってお

り、財務体質が年々悪化しております。 

 こうした状況を踏まえ、市場リスクに対し、適切に対応していくためにも、特に電力  

市場価格の影響が大きい特別高圧・高圧のお客さまを対象とした料金メニュー（標準メニ

ュー※2）の見直しを検討しておりました（2022 年 8 月 2 日お知らせ済み）が、このたび、

見直し後料金等の詳細が決まり、2023 年 4 月以降、見直しを行うこととしましたので、 

お知らせいたします。 

 

対象の特別高圧・高圧のお客さまにおかれましては、今回の見直しにより、ご負担を  

おかけすることになりますが、ご負担軽減に向け、お客さまとともに省エネ・節電への取

り組みを加速させることが重要と考えております。東電 EP といたしましては、見直し後

の標準メニューのメリットを感じていただけるよう、省エネ・節電の定着に向け、最大限  

取り組んでまいりますので、何卒ご理解いただきますようお願い申し上げます。 

 

 

＜電気料金見直しの背景・概要＞ 

世界的な資源価格の高騰や電源調達構造の変化、東京エリアにおける競争環境激化に 

よる需要増減など、2012 年の特別高圧・高圧の料金改定時の前提から、情勢が大きく変化

していることを踏まえ、特別高圧・高圧の標準メニュー（東京エリア内）を以下のとおり

見直します。 

 

（1）従来の燃料費調整制度に市場価格の変動を調整するしくみを新たに導入 

現行の燃料費調整制度※3では、原油・LNG・石炭の燃料価格の変動に応じて毎月自動的

に電気料金を調整しております。このたび、燃料価格の変動を反映すること（燃料価格  

調整項）に加えて、新たに卸電力取引所におけるスポット市場価格の変動も電力量料金に

迅速に反映させていただくしくみとして、市場価格調整項※4 を導入のうえ、燃料費調整  

制度を燃料費等調整制度に見直しいたします。あわせて、燃料価格調整項の算定諸元の  

見直しも行います。  

 

（2）標準メニュー単価の見直し 

見直し後の電力量料金単価は、見直し前の電力量料金単価に 2022 年 9 月分適用の燃料

費調整単価を加えた単価といたします。 

 

 

（3）託送レベニューキャップ制度導入等に伴う託送料金見直しの反映 
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  東京電力パワーグリッド株式会社（以下、「東電 PG」）の託送供給等約款の見直しを料金

単価に反映する更なる見直し※5 を予定しております。具体的な料金単価は、東電 PG の  

託送供給等約款の見直し内容等を踏まえ、改めてお知らせいたします。 

 

（4）お客さまへのお知らせ方法 

（東電 EP とご契約中のお客さま） 

  電気料金等の見直し内容について、書面での郵送や訪問等によりご案内いたします。 

また、お問い合わせに関する専用ダイヤルの設置（別途お知らせ）および東電 EP ホ

ームページに「特設ページ」を 9 月 21 日 10 時より開設いたします。 

 

（東電 EP へ契約切り替えをご希望のお客さま） 

他の小売電気事業者または東電 PG とご契約中のお客さまについて、2023 年 4 月  

以降、東電 EP へ契約切り替えをご希望の場合は、本日以降、見直し後の内容にて協議

を再開させていただきます。 

なお、2022 年度期中に東電 EP へ契約切り替えをご希望される場合は、2022 年度末 

までは市場連動型の料金メニューでのご契約となりますので、ご承知おきください。  

具体的なお申込みの方法や必要書類等につきましては、10 月中旬頃に、東電 EP ホーム

ページにてご案内いたします。 

 

＜お客さまご負担軽減へ向けた当社取り組み＞ 

（1）省エネ・節電支援の取り組み 

  今夏の需給ひっ迫時におけるDR※6のご協力ならびに TEPCO省エネプログラム 2022に

ご参加いただき、感謝申し上げます。今冬については、ご家庭や法人のお客さまのご負担

軽減につながる節電プランのご提供や空調設備の支援等を実施いたします。 

当社といたしましては、引き続き、省エネ・節電等のサポートを通じて、お客さまの   

ご負担軽減の取り組みを充実させてまいります。 

 

（2）原子力の織り込み 

エネルギーセキュリティや電力の安定供給を確保する観点から、低廉で安定的な原子力

発電の早期再稼働は重要であるものの、未だ具体的な時期は見通せていない状況です。 

一方、料金見直しの算定においては、低廉で安定的な原子力発電を全く考慮することを

せずに、高騰する燃料価格や市場価格全てをお客さまに転嫁することはできないと判断し、

料金を算定するにあたり、一定の試算をするところ、2023 年度分の試算について、柏崎  

刈羽原子力発電所７号機の稼働（年間 75％）を織り込ませていただきました。 

 

当社グループは、無理のない範囲での省エネ・節電に取り組んでいただけるよう、有益

な情報を継続的にご提供していくとともに、お客さまとともに省エネ・節電の取り組みを

拡げていくことで、2050 年のカーボンニュートラル社会の実現と、お客さまの快適・安心

な暮らしの実現に貢献してまいります。 

 

以 上 
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※1  東京電力ホールディングス株式会社、東京電力フュエル&パワー株式会社、東京電力パワー 

グリッド株式会社、東京電力エナジーパートナー株式会社、東京電力リニューアブルパワー 

株式会社の 5 社 

※2 特別高圧・高圧の電気需給約款による契約種別 

※3  火力燃料（原油・LNG〔液化天然ガス〕・石炭）の価格変動を電気料金に迅速に反映させるた

め、その変動に応じて、毎月自動的に電気料金を調整する制度 

※4  毎月の平均市場価格と基準市場価格の差額に、基準市場単価を乗じて算定 

※5 託送供給等約款（2020 年 10 月 1 日実施）の 2021 年 10 月 1 日からの料金見直し（電気事

業法施行規則第 45 条の 21 の 2 および第 45 条の 21 の 5 の規定による経済産業大臣からの

通知ならびに原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に

関する法律附則第 3 条第 3 項の規定による積立ての終了に基づき、新たな料金が設定 1kWh

あたり＋0.03 円の見直し）および託送供給等約款（2023 年 4 月実施予定）の見直し（2023

年度から導入される新たな託送料金制度「レベニューキャップ制度」の導入による見直し） 

※6 需要家側エネルギーリソースの保有者もしくは第三者が、そのエネルギーリソースを制御す

ることで、電力需要パターンを変化させること。需要制御のパターンによって、需要を減ら

す（抑制する）「下げ DR」、需要を増やす（創出する）「上げ DR」の二つに区分される 

 

別紙 1：特別高圧・高圧の料金メニュー（標準メニュー）の見直し詳細について 

別紙 2：電気料金見直しの主な内容および見直し後の料金単価表 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 経営報道グループ 03-6373-1111（代表） 
 

東京電力エナジーパートナー株式会社 
広報企画グループ 
050-3116-3147 
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原子力改革の進捗状況について 

 

2022 年 9 月 30 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 

2022 年 3 月 30 日に、「原子力改革の進捗状況」を公表しており、本日、原子

力改革のその後の進捗状況についてとりまとめましたので、お知らせいたしま

す。 

 

当社は、引き続き追加検査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、福島第一原子

力発電所の事故から得られた教訓を踏まえ、発電所の更なる安全性、信頼性の向

上に努めてまいります。 

 

添付資料 

 ・原子力改革の進捗状況について 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社  

広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 
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2022年9月30日
東京電力ホールディングス株式会社

原子力改革の進捗状況について

柏崎刈羽原子力発電所における核物質防護事案については、2021年9月22日、
「改善措置報告書」を原子力規制庁に提出し、現在もその再発防止措置に順次
対応

原子力改革から1年を迎えるにあたり、核物質防護事案に関する対応と原子力改
革の進捗状況についてご説明
１．核物質防護事案に関する対応の進捗状況について
２．原子力改革の進捗状況について

1. 核物質防護事案に関する対応の進捗状況について
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1-1. 核物質防護事案に関する対応の進捗状況について【概要】 1

核物質防護事案に対する「改善措置計画」 36項目（＊次頁参照）は全て実施段階に移行、
大宗の項目で有効性評価に着手

⇒各措置の効果、核物質防護事案の要因解消への効果の確認
追加検査を通じ、原子力規制庁からもアドバイス頂きながら、随時、措置を見直し
9月14日に示された確認方針※も踏まえ、「継続的な設備面の信頼性向上」「経営層が主体
的に改善に向けた運用の定着に関与」「改善措置を一過性のものとしない仕組みの構築」を
推進 ⇒各方針への対応状況はスライド3~6に記載
迷惑警報対策の冬場における効果などを評価後、36項目の成果を取りまとめてお知らせ予定

※9月14日 原子力規制委員会に了承された3つの確認方針と当社対応の方向性

＜確認方針１＞
強固な核物質防護の

実現

設備更新等
（スライド3）

＜確認方針2＞
自律的に改善する

仕組みの定着

経営層によるガバナンス強化
（スライド4）

経営資源の積極的投入
（スライド5）

＜確認方針3＞
改善措置を一過性の

ものとしない仕組みの構築

経営関与による改善推進
核物質防護規定への反映

外部レビュー
（スライド6）

1-2.「改善措置計画」36項目の進捗状況 2

No. 改善措置項目

① 核物質防護ガバナンスの再構築
② モニタリングプロセスの改善
③ 核物質防護教育強化(経営層他)
④ 核物質防護教育の強化(防護部門）
⑤ 核物質防護教育の強化
⑥ 核セキュリティ文化醸成方針見直し
⑦ トップメッセージの発信・浸透活動
⑧ 車座ミーティング／経営層対話会
⑨ 管理者による現地現物での業務把握向上
⑩ 核セキュリティ等に関わる声の吸い上げ
⑪ 核セキュリティの理解・改善を把握する取組
⑫ 運転員／見張人の適格性確認
⑬ 現場の生体認証再登録時の人定確認
⑭ 追加の生体認証装置の導入
⑮ 見張人への抜き打ち訓練
⑯ 各種ゲートの渋滞緩和
⑰ 防護本部をサポートする体制の強化
⑱ IDカードの厳格管理

No. 改善措置項目

⑲ 設備保守体制の整備
⑳ 変更管理プロセスの見直し、教育プログラム作成
㉑ 保全計画(点検計画、取替計画)の整備
㉒ 代替措置に関するルールの明確化
㉓ 機能復旧の復旧期間目途の明確化
㉔ 基本マニュアル等文書整備
㉕ 核物質防護部門要員の強化他
㉖ セキュリティ分野機能／責任等見直し
㉗ 不適合案件の公表方針策定
㉘ 他電力相互レビューの継続
㉙ 防護部門と所内のコミュニケーション改善
㉚ 立入制限区域の見直し
㉛ 侵入検知装置の迷惑警報対策
㉜ 現場実態に即したマニュアルへの改善
㉝ 柏崎刈羽のパーパス(存在意義)の作成
㉞ リスクマネジメントの充実・強化
㉟ 福島第一原子力発電所事故に関する研修
㊱ 自己評価／第三者評価

：実施段階に入っている項目 赤字：2022年3月30日公表時以降、新たに実施段階に移行した項目
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1-3. 確認方針1（強固な核物質防護の実現）への主な対応
3

不正侵入・誤許可を防止するため、複数組合せた生体認証装置および更なる追加対策として
入域車両の車両No.照合補助装置を導入し、警備員業務を補助（実施中）
検知機能の向上策（迷惑警報対策）として自然環境に適合した改良型センサへ交換（実施中）
立入制限区域の見直しに合わせ、出入管理のシステム化等、より一層のセキュリティ向上を
実現する防護システムを構築（予定）

＊緑字は立入制限区域見直しに合わせて2025年度末目途に実施

複数の
生体認証

事務本館を
立入制限区域外へ移転

特殊フェンス
の採用

改良型センサ

車両No.
照合補助装置

出入管理の
システム化

立入制限区域を
内側へ変更

基本設計方針を取りまとめて
原子力規制庁に報告済

核物質防護規定
変更認可申請を実施済

1-4. 確認方針2（自律的に改善する仕組みの定着）への主な対応
4

経営層が現場に頻繁に入り、核物質防護業務の状況を確認するとともに直接支援。
経営層のリーダーシップのもと、核物質防護業務の改善を推進する体制を構築

⇒原子力・立地本部長 福田以下で「核セキュリティ委員会」を新設（2022年5月設置。4回/年 開催）

「経営層・発電所幹部」「核物質防護業務従事者」「発電所員」に向けた「核セキュリティ文化
醸成の基本方針」を策定。方針の明示と継続的な意識づけを実施

【各役割に応じた基本方針を明示するポスター】【経営層・発電所幹部による現場確認・対話】

社長 小早川による現場確認 敷地内清掃による侵入検知環境の整備
(原子力・立地本部長 福田)

正門におけるあいさつ運動
(発電所長 稲垣)

現場所員との対話
(セキュリティ管理部長 堀川)
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1-5. 確認方針2（自律的に改善する仕組みの定着）への主な対応
5

所長 所長付

放射線安全部

セキュリティ
管理部

核セキュリティ運営管理G

サイバーセキュリティG

核セキュリティ施設運用G

原子力安全
センター

安全総括部

総務部

＊本社にも、核物質防護専任の「核セキュリティ管理G」および
サイバーセキュリティ専任の「サイバーセキュリティ管理G」を新設

【 発電所におけるセキュリティ管理部の新設】（2022年5月）

核セキュリティ全般を管理・運営するため、発電所内に「セキュリティ管理部」を設置（下図参照）

本社および発電所において、核物質防護業務に関与する要員配置を見直し（2022年10月予定）
・本社、発電所に核物質防護事案前比で約30名増員
・経験、知見を有する外部人財９名が着任済み。２名を登用予定
設備予算を200億円超規模（2022年3月時点）から約580億円規模へ拡大
・事務本館移設も含めた立入制限区域の見直しに関わる防護設備の強化

新 設

1-6. 確認方針3（改善措置を一過性のものとしない仕組みの構築）への当社対応の方向性 6

経営層が劣化兆候や課題を早期把握、迅速かつ適切に対応し、改善の定着や推進に関与
保安規定「原子力事業者としての基本姿勢７項目」と同様、基本姿勢を核物質防護規定へ
反映予定
外部からの意見を取り入れた継続的な改善
・「核セキュリティ専門家評価委員会」によるセキュリティ面での提言への対応
・「原子力改革監視委員会」によるマネジメント面での提言への対応

【参考：核セキュリティ専門家評価委員会の提言への対応状況】
提言 対応状況

１ 検査を受ける側と検査を行う側の
コミュニケーション及び相互理解・協力の推進

双方の社員や主要元請企業の核物質防護担当者を交えた定期的な
意見交換を行う仕組みを検討中

２ 身分証明書等の統一化の推進
規制要求事項の詳細確認とハード変更が必要なため次回のシステム
更新時にカードの統一を実施予定
更新時期を極力前倒しすべく検討中

３ 核物質防護部門の教育強化及び
核セキュリティの資質を有する幹部の育成

各役割・役職等の習得すべき知識・技能を整理し、教育を実施中
様々な事態への対応力向上を目的とした、治安機関との日々の
コミュニケーションと訓練を実施中

４ 迷惑警報（誤警報）対策のさらなる推進
業務委託先と協働して迷惑警報の原因を分析・対処
最新の技術動向の確認、最適な設置環境の検討を行い、センサーの
更新や最適化を実施中

５ 東京電力一丸となった
（ALL TEPCOでの）改善を

柏崎刈羽原子力発電所における核物質防護事案の教訓について
全社員研修における教育を実施済み、今後も継続
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2. 原子力改革の進捗状況について

2-1. 安全対策工事の現状と柏崎刈羽原子力発電所の目指す姿 7

柏崎刈羽原子力発電所の安全対策工事一部未完了を踏まえた総点検は、9月20日に一巡
（合計で4類型107箇所の未完了箇所を確認）
使用前事業者検査を進める中でも、追加対応が必要なものがあれば適宜是正
原子力改革を踏まえ、柏崎刈羽原子力発電所の改革を一過性のものとせず常に安全を追求

（1）核物質防護事案の各改善措置項目の効果が十分に発揮できていること
・設備面での対策はもとより、運用面での対応に注力できていること
・迅速かつ的確な監視体制
・防護直員の閉塞感の解消

（2）安全対策工事の完遂と、主要設備の機能が十分に発揮できること
・安全対策工事や使用前事業者検査の完遂
・非常用ディーゼル発電機や長期間使用していない海水冷却系など主要設備の健全性確認

（3）緊急時等の対応能力が十分であること
・過酷事故シナリオ訓練において的確な緊急時対応が継続できる状態であること
・運転や保全業務に関わる発電所員が自信をもって業務を遂行できること

（4）発電所で働く全ての人々が円滑にコミュニケーションを図っていること
・「志」に基づく一体感醸成により経営層・所員・協力企業のコミュニケーションが活発になっている状態

＜柏崎刈羽原子力発電所の目指す姿＞

25



2-2. 緊急時等の対応力向上（地域や社会の皆さまにご安心頂けるために)
8

＜主な事例＞
① 所長による安全メッセージの発信や福島第一原子力発電所事故時の教訓講義の実施
② 自然現象や原子力災害を想定した対応力強化のための訓練を継続（⇒以下参考）
③ 運転員の訓練（⇒以下参考）

・プラントシミュレーター訓練は年間70日

・重大事故対応を目的とした現場とシミュレー
ターを組み合わせた訓練は年間120日

・火力発電所での訓練も再開予定

②主な事故対応力向上訓練

シミュレーターでの訓練

・過酷事故シナリオによる総合訓練は140回以上
現場での個別訓練は約2万7千回以上
※ 福島第一原子力発電所事故以降2022年9月末時点

・地元公設消防との消火訓練（2回/年）
など、所外組織とも連携

緊急時対策所での総合訓練 地元消防との連携消火訓練

③運転員の訓練

電源喪失を想定した現場訓練

2-3. 発電所で働く全ての人々のコミュニケーション 9

発電所で働く全ての人々が目指すべき姿・約束として本年５月「柏崎刈羽原子力発電所の
志」を公表。志の実践に向けた活動を通じて所内の一体感醸成を図る

＜志の実践に向けた活動例＞
・継続的な所員との対話活動や「志」の理解・共感活動の展開
・「あいさつ運動」の実施や「褒める・褒められる」機会の創出（所長補佐の水谷の提案により開始）
・地域共生活動については発電所・本社社員にて協働で実施(今年度 78回、延べ827人参加 ※9月末時点)

地域との繋がりを再認識する地域共生活動

発電所構内でのあいさつ運動対話等を通じた「志」の理解・共感活動

「褒める・褒められる」機会を創出するプライズマーク
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2-4. 外部人財等の活用 10

本年4月、原子力・立地本部長に福田(当社OB)、所長補佐に水谷(中部電力OB)が着任
各分野(自衛隊・警察・他電力OB・消防・他機関OB)から10名の外部専門家等が着任
・警察：警備指導とともに、発電所の警備体制強化への指導・アドバイス
・消防：危険物や火気作業への現場指導や自衛消防隊への技術指導

本年10月に新たに2名（自衛隊他）の外部人財が着任予定

出身機関 人数 勤務地 担当する業務

自衛隊 2人 本社

核物質防護
警察 5人

柏崎刈羽
原子力発電所

他電力OB 1人

他機関OB
（9月より着任） 1人

消防 1人 火災防護

●各分野専門家
＜～9月30日までの着任実績（3月30日お知らせ済み含む）＞

出身機関 氏名 勤務地

当社OB 福田 俊彦 UKビル
（柏崎市）

●原子力・立地本部長

●柏崎刈羽原子力発電所 所長補佐
出身機関 氏名 勤務地

中部電力OB 水谷 良亮 柏崎刈羽
原子力発電所

●各分野専門家
＜10月1日以降 着任予定＞

出身機関 人数 勤務地 担当する業務

製造業（空調・住設機器） 1人 柏崎刈羽原子力発電所 核物質防護
自衛隊 1人 福島第二原子力発電所 核物質防護

【参考】地域の皆さまへの情報発信 11

日々の発電所の取り組み状況や原子力改革の進捗状況については、コミュニケーションブース
や広報誌などを通じて地域の皆さまにお知らせ。今後は動画媒体も活用予定
地域の皆さまから頂いた声やご意見は、発電所員に周知するとともに、必要に応じて、所内で
議論、改善を検討。結果を「地域の声からの改善事例」として広報誌等にて紹介

コミュニケーションブースでの声の傾聴 地域の声からの改善事例紹介広報誌等で発電所状況のお伝え

・開催回数：96回
・場所：県内各市町村
・累計来場者数：19,841名
※2015年開始以降2022年9月29日現在

地元の方々の信頼や期待を裏切ってはいけないと強く感じた
地域の方の声を素直に受け止めて、信頼を取り戻せるよう行動しようと思った
変わろうと努力していることをわかってくれる人がいることが、とても嬉しく感じる
共生活動での感謝の声を聞き、自分も参加したいと思った
厳しいお声にこそ耳を傾けていくことが大切と感じた

地域の皆さまの声・ご意見に対する所員の受け止め
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2026年度までに以下の職住環境を整備し、最終的に300名規模の社員を異動(順次)
・柏崎駅周辺に、200名規模の執務室を新設(本社の緊急時対策室を配備）
・発電所構内に、100名規模の執務環境を整備
・現在の社宅を増改築し住環境を整備

2-5. 将来に向けた検討（本社機能の移転・統合再編）

年月
項目 2021年11月 2022年5月 ～2026年度

移転者数
（累計） 16名 64名 300名程度

執務場所 発電所内 発電所内、
事務所（UKビル）

発電所内、
事務所（柏崎駅周辺）

移転機能 改革推進、事業分析、
原価分析、育成等

品質・安全、工程管理、
設備診断等

設計関係
（今後の発電所内工事関連）

＜柏崎刈羽原子力発電所近傍における環境整備＞

※2022年9月現在で柏崎刈羽原子力発電所構内に勤務する社員：約1,200名

12

本社と発電所が一体となり、地元や社会からご信頼いただける組織や企業文化を醸成
柏崎刈羽原子力発電所に必要な本社機能を、発電所の状況変化に合わせて順次移転

・本年5月までに必要となる機能と要員（64名）の移転を完了
・改善措置活動を一過性のものとせず、核セキュリティと安全を継続的に追求
福島第一、福島第二原子力発電所の本社機能の統合再編の検討開始

・「廃止措置」に取り組む両発電所の、核セキュリティ機能や作業の安全性の確保、廃炉事業を
通じた地域共生の観点から、さらなる「現場重視の事業運営」を目指して体制を検討
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 

 

2022年 9月 9日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

柏崎刈羽原子力発電所において、新型コロナウイルス感染症患者が確認されましたので、 

以下の通りお知らせいたします。 

今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 

 

＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞  

                  （2022年 8月 30日～2022年 9月 7日 計 24名） 

判明日 居住地 当社社員 協力企業 合計 

8月 30日 長岡市 － 1名 1名 

9月 1日 

柏崎市 － 1名 1名 

長岡市 1名 － 1名 

9月 2日 柏崎市 3名 1名 4名 

9月 3日 柏崎市 － 3名 3名 

9月 5日 

柏崎市 1名 3名 4名 

燕市 － 1名 1名 

9月 6日 

柏崎市 1名 4名 5名 

長岡市 － 1名 1名 

9月 7日 柏崎市 － 3名 3名 

合計 6名 18名 24名 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 

 

2022年 9月 16日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

柏崎刈羽原子力発電所において、新型コロナウイルス感染症患者が確認されましたので、 

以下の通りお知らせいたします。 

今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 

 

＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞  

                  （2022年 9月 8日～2022年 9月 14日 計 14名） 

判明日 居住地 当社社員 協力企業 合計 

9月 8日 

柏崎市 － 2名 2名 

上越市 － 1名 1名 

9月 9日 

柏崎市 － 1名 1名 

刈羽村 － 1名 1名 

長岡市 － 1名 1名 

9月 12日 柏崎市 1名 1名 2名 

9月 13日 柏崎市 － 2名 2名 

9月 14日 

柏崎市 

※1名は県外の自宅にて療養中 

2名※ 1名 3名 

県外 － 1名 1名 

合計 3名 11名 14名 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 

 

2022年 9月 22日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

柏崎刈羽原子力発電所において、新型コロナウイルス感染症患者が確認されましたので、 

以下の通りお知らせいたします。 

今後、保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 

 

＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞  

                  （2022年 9月 15日～2022年 9月 21日 計 24名） 

判明日 居住地 当社社員 協力企業 合計 

9月 15日 柏崎市 1名 2名 3名 

9月 16日 柏崎市 1名 1名 2名 

9月 18日 長岡市 1名 － 1名 

9月 19日 

柏崎市 － 1名 1名 

新潟市 － 1名 1名 

9月 20日 

柏崎市 2名 3名 5名 

刈羽村 － 1名 1名 

長岡市 1名 － 1名 

9月 21日 

柏崎市 2名 5名 7名 

刈羽村 1名 － 1名 

上越市 － 1名 1名 

合計 9名 15名 24名 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染症患者の概要 

 

2022年 9月 30日 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

柏崎刈羽原子力発電所において、新型コロナウイルス感染症患者が確認されましたので、 

以下の通りお知らせいたします。保健所の指導に基づき、適切に対応してまいります。 

 

これまで新型コロナウイルス感染症患者が確認された場合は、お知らせのうえ、当所のホー

ムページに掲載をしておりましたが、至近の状況を踏まえ、取りやめることといたします。 

なお、新型コロナウイルス感染症患者が多数発生し、発電所運営に影響が生じる場合につい

ては、別途お知らせいたします。 

 

＜新型コロナウイルス感染症患者の概要＞  

                  （2022年 9月 21日～2022年 9月 29日 計 18名） 

判明日 居住地 当社社員 協力企業 合計 

9月 21日 柏崎市 － 1名 1名 

9月 22日 
柏崎市 1名 1名 2名 

五泉市 － 1名 1名 

9月 24日 新潟市 － 1名 1名 

9月 25日 
柏崎市 1名 － 1名 

上越市 － 1名 1名 

9月 26日 
柏崎市 － 3名 3名 

出雲崎町 1名 － 1名 

9月 27日 

柏崎市 

※1名は県外の自宅にて療養中 
－ 3名※ 3名 

上越市 － 1名 1名 

小千谷市 － 1名 1名 

9月 29日 柏崎市 － 2名 2名 

合計 3名 15名 18名 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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　報道関係各位

2022年　9月　16日

東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所

　以下の通り人事異動がありましたので、お知らせいたします。

日　付 新　役　職 現　役　職 氏　　名

＜副所長級＞

2022.10.1 原子力安全・統括部 原子力安全監視室 とみた　くにひろ

電気事業連合会派遣 （柏崎刈羽原子力発電所駐在） 富田　邦裕

＜課長級＞

2022.10.1 原子力安全監視室 原子力運営管理部 やまうち　けいすけ

（柏崎刈羽原子力発電所駐在） 燃料管理グループマネージャー　兼　 山内　景介
原子力設備管理部
原子力耐震技術センター　兼　
廃止措置室　兼　
福島第一廃炉推進カンパニー
福島第一原子力発電所
プール燃料取り出しプログラム部
5・6号燃料取り出しPJグループ

2022.10.1 原子力運営管理部 柏崎刈羽原子力発電所 つるた　よしあき

燃料管理グループマネージャー　兼 第一運転管理部 鶴田　義昭

原子力設備管理部 燃料グループマネージャー　兼

原子力耐震技術センター　兼 第二運転管理部

廃止措置室　兼　 燃料グループマネージャー　
福島第一廃炉推進カンパニー
福島第一原子力発電所
プール燃料取り出しプログラム部
5・6号燃料取り出しPJグループ

2022.10.1 柏崎刈羽原子力発電所（環境担当）　兼　 柏崎刈羽原子力発電所（環境担当）　兼　 うえだ　しゅんのすけ

原子力安全センター放射線安全部　兼　 原子力安全センター放射線安全部 上田　俊之介
渉外・広報ユニット広報室　兼 環境グループマネージャー　兼　
柏崎刈羽原子力発電所 渉外・広報ユニット広報室　兼　
リスクコミュニケーター 柏崎刈羽原子力発電所

リスクコミュニケーター

2022.10.1 柏崎刈羽原子力発電所 原子力運営管理部 かたぎり　みねいち

原子力安全センター放射線安全部 放射線管理グループ 片桐　峰一
環境グループマネージャー 水質・廃棄物管理チームリーダー　兼

核セキュリティ管理グループ

2022.10.1 柏崎刈羽原子力発電所 柏崎刈羽原子力発電所 たおか　かずひさ

第一運転管理部 第一運転管理部 田岡　和久
燃料グループマネージャー　兼　 燃料グループ
第二運転管理部 使用済燃料管理チームリーダー　兼　
燃料グループマネージャー 第二運転管理部

燃料グループ

　 以　　上

【本件に関するお問い合わせ】
東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表）
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（お知らせ） 
 

妙高市・新発田市・聖籠町における 

「東京電力コミュニケーションブース」の開設について 

 

2022 年 9月 26日 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 

 

当社は、柏崎刈羽原子力発電所における一連の不適切事案を踏まえた原子力改革として

「本社機能の一部移転」、「外部専門家の登用」、「核物質防護事案への対応」などの取り組み

を進めております。 

 

これらの取り組みに対する進捗状況を新潟県内の皆さまに、直接お会いしご説明させていただ

くとともに、ご意見を拝聴し、その声を原子力改革へ活かすため、以下の通り「東京電力コミュ

ニケーションブース」を開設いたします。 

 

＜妙高市＞ 

・期間：2022 年 9月 30日（金）から10月 1日（土） 

・時間：10時 00分～16時 00分 

・場所：新井ショッピングセンターCOA 1階 テナントスペース 妙高市栗原4-7-11 

 

＜新発田市／聖籠町＞ 

・期間：2022 年 10月 1日（土）から10月 2日（日） 

・時間：10時 00分～16時 00分 

・場所：イオンモール新発田 2階 フードコート前 新発田市住吉町5-11-5 

 

 

※新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に、ご協力をお願いいたします。 

以 上 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 渉外・広報部 報道グループ  025-283-7461（代表） 
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広報活動の取組み事項について
（１０月活動報告）

2022年10月5日

東京電力ホールディングス株式会社

新潟本社

■広報活動の取組み

いただいた声
■当たり前に使っている電気のことを詳しく知ることができた。こういった催しは頻繁に開催すべきであり、
もっと宣伝したほうがよい

■イベントで発電所の状況など知ることができるのはよい取組みだと思う。もっと多くの人に知ってもらい
たい

取組み事項 当社ホームページ特設Webサイト 『柏崎刈羽原子力発電所 変えるアクション』 に各地域で開催
されたコミュニケーションブースの様子やいただいたご意見など掲載しました

当社ホームページ
特設Webサイト「柏崎刈羽原子力発電所 変えるアクション」 特別Webサイトはこちらから

今後も様々な機会を通して皆さまの疑問やご不安の声にしっかりとお応えするとともに、ご意見を
真摯に受けとめ、発電所の運営や原子力部門の改革に活かしてまいります。

https://www.tepco.co
.jp/niigata_hq/kknp/k
aeru/indexj.html

（周辺自治体でのコミュニケーションブースの声）

（周辺自治体でのコミュニケーションブースの声）
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2022年 10月 5日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

号機 2号機 

件名 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の燃料配管からの油漏れについて 

不適合の 

概要 

 

2022年 10月 4日、2号機原子炉建屋付属棟地下 1階、高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機＊室（非管理区域）にて、点検後の復旧作業に伴い燃料タンクからディーゼル機関

への燃料（軽油）の通油作業を実施していたところ、燃料配管の継ぎ手部分から油漏れ

を確認したことから、通油作業を中止するとともに公設消防へ連絡しました。 

現在、油漏れは停止しており、漏れ出た量は約 100Lと推定しています。 

なお、油の外部等への流出はなく、環境への影響はありません。 

 

＊ 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

   外部電源喪失時に高圧炉心スプレイ系で使用する負荷へ電源を供給するための非常用の発電機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

□ 法令報告不要 

■ 調査・検討中 

対応状況 

 

今後、油が漏れた原因を調査し、再発防止対策を講じてまいります。 

 

ディーゼル機関 
※上から見た図 

 

 

 

燃料 
タンク 

漏えい箇所 

 発電機 

高圧炉心スプレイ系
ディーゼル発電機室 

発電機室 

燃料タンク室 

概略図 



 

 
 
 

 

柏崎刈羽原子力発電所２号機 原子炉建屋 地下１階 

発生場所概略図 

  

  

  

 

展望台 

柏崎刈羽原子力発電所 
屋外 

発生場所 

原子炉建屋付属棟(非管理区域) 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機室 



 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 

 

 

（お知らせ） 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機非常用ディーゼル発電機(C)の 24 時間運転試験について 

 

2022 年 10 月 5 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

 

当所 7 号機非常用ディーゼル発電機(C)において、10 月 4 日から本日にかけて 24 時間  

運転試験を実施しましたので、実績についてお知らせいたします。 

 

 

○ 起動：    10 月 4 日 午後 1時 35 分 

○ 定格出力到達：10 月 4 日 午後 2時 01 分 

○ 出力降下：  10 月 5 日 午後 3時 05 分 

○ 停止：    10 月 5 日 午後 3時 23 分 

 

以 上 

 



 

 

柏崎刈羽原子力発電所６・７号機の所内常設直流電源設備（３系統目）に関する 

原子炉設置変更許可について 

 

2022年 10月５日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 当社は、2021年 11月 12日、原子力規制委員会に柏崎刈羽原子力発電所６・７号機の

所内常設直流電源設備（３系統目）に関する原子炉設置変更許可申請を行い、2022年８

月 23日に補正書を提出いたしました。 

 （2022年８月 23日お知らせ済み） 

 

本日、同委員会より本申請について許可をいただきましたので、お知らせいたします。 

 

当社は、引き続き原子力規制委員会による審査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、福島第一

原子力発電所の事故から得られた教訓を踏まえ、更なる安全性、信頼性の向上に努めてまいります。 

 

 

以 上 

 

【添付資料】 

・柏崎刈羽原子力発電所６、７号機の所内常設直流電源設備（３系統目）について（概要） 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社  

広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 

 





廃炉・汚染水・処理水対策の概要 ２０２２年９月２９日
廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合/事務局会議

1/9

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ
使用済燃料プールからの燃料取り出しは、2014年12月22日に4号機が完了し、2021年2月28日に３号機が完了しました。
引き続き、１、２号機の燃料取り出し、１～３号機燃料デブリ(注１)取り出しの開始に向け順次作業を進めています。

１～６号機 燃料取り出し完了 2031年内

１号機 燃料取り出し開始 2027年度～2028年度

２号機 燃料取り出し開始 2024年度～2026年度

初号機 燃料デブリ取り出し開始

２号機 2021年内
※新型コロナウイルス感染拡大の影響及び、
作業の安全性と確実性を高めるため、2023
年度後半目途の着手へ工程を見直し

• 多核種除去設備以外で処理したストロンチウム処理水は、多核種除去設備での処理を行い、
溶接型タンクで保管しています。

• 陸側遮水壁、サブドレン等の重層的な汚染水対策により、建屋周辺の地下水位を低位で安定
的に管理しています。また、建屋屋根の損傷部の補修や構内のフェーシング等により、降雨時の汚
染水発生量の増加も抑制傾向となり、汚染水発生量は、対策前の約540m3/日（2014年5
月）から約130m3/日（2021年度）まで低減しています。

• 汚染水発生量の更なる低減に向けて対策を進め、2025年内には100m3/日以下に抑制する
計画です。

シナリオ・技術の検討 設備の設計・製作 解体等原子炉施設の
解体等

汚染水対策 ～３つの取組～

（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進に関する取組
①汚染源を「取り除く」 ②汚染源に水を「近づけない」 ③汚染水を「漏らさない」

（２）滞留水処理の完了に向けた取組
• 建屋滞留水水位を計画的に低下させるため、滞留水移送装置を追設する工事を進めております。
• 2020年に1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く建屋内滞留水処理

が完了しました。
• 今後、原子炉建屋については2022年度～2024年度に滞留水の量を2020年末の半分程度に

低減させる計画です。
• プロセス主建屋、高温焼却炉建屋の地下階に、震災直後の汚染水対策の一環として設置したゼ

オライト土嚢等について、線量低減策及び安定化に向けた検討を進めています。

（３）汚染水対策の安定的な運用に向けた取組
• 津波対策として、建屋開口部の閉止対策を実施しました。現在、防潮堤設置の工事を進めてい

ます。また、豪雨対策として、土嚢設置による直接的な建屋への流入を抑制するとともに、排水路
強化等を計画的に実施していきます。

原子炉格納容器内の状況把握/
燃料デブリ取り出し方法の検討 等

燃料デブリ
取り出し

燃料デブリの
保管/搬出

1、3号機 2号機

燃料デブリの
取り出し

揚水井

地下水位

原子炉建屋

水ガラス
地盤改良

浄化処理

溶接型タンク

屋根損傷部補修

海
側
遮
水
壁

地
下
水
ド
レ
ン

陸
側
遮
水
壁

地
下
水
バ
イ
パ
ス

サ
ブ
ド
レ
ン

滞留水

陸
側
遮
水
壁

敷地舗装

タービン建屋

セシウム除去
淡水化

メガフロート
着底

港
湾

赤字：（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進
青字：（２）滞留水処理の完了
緑字：（３）汚染水対策の安定的な運用

更なる
水位低下

開
渠
内

トレンチ

防潮堤

汲み上げ

汲み上げ 汲み上げ

汲み上げ

汲み上げ

サ
ブ
ド
レ
ン

(注1)事故により溶け落ちた燃料

多核種除去設備等処理水の処分について
処理水の海洋放出に当たっては、安全に関する基準等を遵

守し、人及び周辺環境、農林水産品の安全を確保してまいり
ます。また、風評影響を最大限抑制するべく、モニタリングのさら
なる強化や第三者による客観性・透明性の確保、IAEAによる
安全性確認などに取り組むとともに、正確な情報を透明性高く、
継続的に発信してまいります。

※1 人及び環境への放射線の影響評価を含む
※2 少量の放出から慎重に開始

ALPS処理水の
取扱いに関する
小委員会

東京電力原子力
規制委員会

東京電力政府

（
処
分
開
始
の
約
１
年
前
～
）
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2年程度

2021年4月13日に「廃炉・
汚染水・処理水対策関係
閣僚等会議」より決定

処理水対策

燃料
取り出し

燃料の
保管/搬出がれき撤去 等 燃料取り出し

設備の設置

3、4号機

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

1、2号機
2022年
7月22日

2021年
12月21日

2022年
8月4日

＜中長期ロードマップにおけるマイルストーン＞



◆１～３号機の原子炉・格納容器の温度は、この１か月安定的に推移しています。
また、原子炉建屋からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく、 総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。

東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

取組の状況
ゼオライト土嚢等集積作業について
実規模によるモックアップ実施を計画

高性能容器（HIC）排気フィルタ
の改良について

6号機使用済燃料プールからの
使用済燃料取り出し作業について

1号機 PCV内部調査のうち後半調査に向けた進捗

2/9

「ALPS処理水処分に伴う対策の
強化・拡充の考え方」の取りまとめについて

8月30日に、「ALPS処理水の処分に関する
基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等
会議（第4回）」が開催され、2021年12月に
政府が策定した「ALPS処理水の処分に関する
基本方針の着実な実行に向けた行動計画」に
おける諸対策の進展等を踏まえた「福島第一原
子力発電所におけるALPS処理水の処分に伴
う対策の強化・拡充の考え方」が取りまとめられ
ました。
ALPS処理水の取扱いに関し、政府の「基本

方針」を踏まえた対応を徹底し、風評影響の最
大限の抑制に努めます。

これまでの遠隔操作ロボット(ROV)に
よる１号機原子炉格納容器(PCV)
内部調査で得られた干渉物情報の反
映や、調査装置のケーブル挟まれ等を
踏まえ、後半調査に向けたトレーニング
を実施中です。
後半調査では、ROVが浮上可能及

びセンサ等を吊り下ろし可能なエリアを
選定し、堆積物デブリ検知・評価、サン
プリング、3Dマッピングを実施します。
また、ペデスタル内部や壁部の目視

調査を実施し、更なる知見の拡充を図
ります。

日本海溝津波防潮堤の設置等、津波対策は順調に進捗

法面補強部

防潮堤本体部

港湾側

2.5m盤

＜防潮堤本体施工の様子＞

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

陸
側
遮
水
壁

2016/3/31
凍結開始

1568/1568
凍結管設置 (本)

2015/11/9
凍結管設置完了

燃料取り出し用カバー
取り出し完了燃料（体）
1535/1535*1

（2014/12/22燃料取り出し完了）

＊1：2012年に先行して
取り出した新燃料2体を含む4号機

注水

2号機 3号機

前室

615体

注水

ドーム屋根

燃料取扱機
クレーン

FHM
ガーダ遮へい体

使用済燃料
プール(SFP)

オペレーティングフロア
（オペフロ）

注水

392体

原子炉建屋(R/B) 1号機

養生バッグ

取り出し完了燃料（体）
566/566

（2021/2/28燃料取り出し完了）

原子炉
格納容器
(PCV)
原子炉

圧力容器
(RPV)

燃料
デブリ

前室

遮へい体

ペ
デ
ス
タ
ル

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
チ
ェ
ン
バ

プロセス主建屋、高温焼却炉建屋の
最下階に設置されている高線量化した
ゼオライト土嚢・活性炭土嚢の回収につ
いては、水の遮へい効果が期待できる水
中回収にて検討を進めています。
これまで東京電力の研究所内にて、

集積ロボットの試作機に関するモックアッ
プを実施してきました。
10月からは、日本原子力研究開発

機構（JAEA）楢葉遠隔技術開発セ
ンターにて、より実際の現場を模擬した
環境でモックアップを実施予定です。

2021年8月の多核種除去設備
（ALPS）の高性能容器（HIC）
排気フィルタの損傷を受け、改良型
のHIC排気フィルタの設置を進め、
2022年9月22日に改良型の排気
フィルタの設置が完了しました。
性能試験を行った上で、9月30日

に運用を開始する予定です。

日本海溝津波防潮
堤は、2023年度の完
成に向けて作業を進め
ており、防潮堤本体の
設置は約30％完了し
ました。
また、2.5m盤に設置

しているサブドレン他集
水設備を33.5m盤へ
機能移転する工事につ
いては、10月より地盤
改良に着手する予定で
す。

6号機使用済燃料プールからの使
用済燃料取り出しは、全68回に分け
て実施し、9月時点で2回完了してい
ます。
また、使用済燃料の輸送先の共用

プールの空き容量確保のため、共用プ
ールに貯蔵されている使用済燃料を
乾式キャスクに収納し、共用プール建
屋からキャスク仮保管設備へ構内輸
送し保管します。これまでに1基の輸送
を完了しており、残り21基を2023年
度末頃にかけて実施する予定です。

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（JAEA）
放射性物質分析・研究施設第1棟の分析作業開始へ

放射性物質分析・研究施
設第１棟において放射性物
質の取扱作業の準備が整った
ことから、10月1日より放射性
物質を用いた分析作業を開
始します。
運用開始後は、標準線源

(RI)を用いた手順の確認から
開始し、順次、固体廃棄物の
性状把握に向けた分析を開
始する予定です。

＜調査装置ROV-E
（堆積物サンプリング用）＞

＜製作中の集積作業用ROV＞

吸引式サンプ
リング装置

長さ109cm

＜放射性物質分析・研究施設第１棟＞
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号

５
号

MP-2

MP-4

MP-6

MP-3

MP-5

MP-7

MP-8

凍土方式による
陸側遮水壁

海側遮水壁

地下水バイパス
地
下
水
の
流
れ

MP-1

廃棄物処理・貯蔵設備
貯蔵庫設置予定エリア

廃棄物貯蔵庫
設置エリア

１
号

２
号

３
号

４
号サブドレン

敷地境界
増設雑固体廃棄物焼却設備

雑固体廃棄物焼却設備
高温焼却炉建屋

プロセス主建屋

地盤改良

1号機 PCV内部調査のうち
後半調査に向けた進捗

日本海溝津波防潮堤の設置等、
津波対策は順調に進捗

「ALPS処理水処分に伴う対策の
強化・拡充の考え方」の取りまとめについて

6号機使用済燃料プールからの
使用済燃料取り出し作業について

ゼオライト土嚢等集積作業について
実規模によるモックアップ実施を計画

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（JAEA）
放射性物質分析・研究施設第1棟の分析作業開始へ

高性能容器（HIC）排気フィルタ
の改良について

タンク設置エリア
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ALPS処理水の取扱いに関する取り組みについて

2022年10月5日
東京電力ホールディングス株式会社
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ALPS処理水の取扱いに係るご理解に向けた取り組み 1

ALPS処理水の取扱いに対し、地元の皆さま、漁業関係者の皆さまをはじめ関係する皆さま
のご懸念や関心にしっかり向き合い、一つひとつお応えしていく。

＜国内外の皆さまにご理解を深めていただくための取り組み＞

＜客観性・透明性を確保するための取り組み＞

IAEA現地調査の様子

海洋生物飼育の様子

座談会（対話）の様子

国内外メディアを通じた情報発信（媒体を活用した広報を含む）
ご理解を深めていただくツールの整備・拡充（海外向けを含む）
さまざまな機会を捉えた関係者とのコミュニケーション

福島第一原子力発電所の視察・座談会を2019年度から、浜通りの13市町村を
対象に開催。
2021・22年度は福島県内に拡大して実施（2022年度：17回開催予定）

国際原子力機関(IAEA)の安全性評価
2022年2月、IAEA職員および国際専門家（米/英/仏/露/中/韓他）が来日し、国
際安全基準に基づく技術的な確認が行われた
同年4月に公表された安全性評価の報告書では、「設備の設計と運用手順の中で
的確に予防措置が講じられていることが確認された」、「人の放射線影響は日本の
規制当局が定める水準より大幅に小さいことが確認された」と評価

海水での海洋生物の飼育試験の状況を広く公開
2022年３月17日、発電所周辺の通常の海水を利用したヒラメの飼育
練習を開始
2022年10月3日、海水で希釈したALPS処理水での飼育試験開始

海域モニタリングの強化
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風評対策への取り組み 2

8月30日に決定された「対策の強化・拡充の考え方」を重く受け止め、風評影響を受け得る
産業への取組みを強化・拡充するとともに、関係者との対話・協議を通じて必要な対策を
講じていく。
対策を講じた上でもなお、風評被害が発生した場合は、迅速かつ適切に賠償。賠償方針の
具体化に向けて、引き続き、関係者に賠償の枠組み等をご説明のうえ、ご意見を伺っていく。

＜福島県産品の流通促進の取り組み例＞ ＜近隣県（茨城県）での消費拡大の取り組み例＞
小売店・飲食店での販促イベントの開催

首都圏等での福島県産品の販路開拓・拡大に
向けて、小売店・飲食店への働きかけを実施。
これまでに約18,000日の販促イベントを開催。

「発見！ふくしま お魚まつり」の開催
「常磐もの」を広く周知するため「発見！ふくしま
お魚まつり」を開催。飲食店と連携したメニュー
6万食以上を販売。

ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ&ﾃｲｸｱｳﾄﾌｪｽ ｼﾞｬﾊﾟﾝﾌｨｯｼｬｰﾏﾝｽﾞﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ（日比谷公園）

社員食堂での利用促進
漁業団体さまのご協力のもと、茨城総支社社員
食堂における茨城県産水産物の利用を開始。

関係団体さまイベントへのご協力
茨城総支社を中心に、関係団体さまのご協力の
もと、キッチンカー販売等による茨城県産品の
購入を促進。

大洗新鮮組合同会社さまご協力
によるキッチンカー販売

那珂湊漁協女性部さまご協力に
よる「にこちゃんフライ」
（アカエイのフライ）
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安全確保のための設備の全体像 3

安全性の確保を大前提に、風評影響を最大限抑制できるよう、①希釈する前の段階で
安全に関する基準を満足することを確認、②除去できないトリチウムは大量の海水で希釈、
③放出した水の再循環を抑制、④異常時には放出を停止する設備設計としています。


